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論 文 内 容 の 要 旨 
私達の生活空間を創造・維持する上で，河川は重要な機能をもつ公共の財産である．しかし，
昔から洪水や氾濫などの災害による危険性も潜んでいる．こうした危険から私達の安心・安全で
豊かな生活を守るには，河川の維持管理が必要不可欠である．河川管理者は，河川と堤防な
どの周辺構造物を含む空間情報（以下，河川空間）を台帳（平面，縦断や横断の図面）に記録
している．特に，河川の変状に関しては，河川定期縦横断図を用いて記録している．これは，河
口から上流に向かって 200m間隔で法肩や法尻など，堤防の断面形状が変化する点（以下，断
面変化点）の測量成果から調製される．測量箇所以外の任意断面の変状に関しては，近接す
る測量値から推測した値を参考にしている．これは，河川定期縦横断図の規程を策定した当時
の測量技術の限界であると言える．現在は，レーザ計測技術の発達により，容易に広範囲な 3
次元形状を測量できる．しかし，レーザ計測の測量成果（以下，点群データ）の利用を前提とし
た諸規程がまだ策定されていないため，河川管理に点群データをそのまま利用することができ
ない．そのため，点群データから河川空間を再現した 3 次元モデル（以下，河川空間モデル）を
活用する方策が注目されている．そこで，本研究では，河川管理に点群データを間接的に利用
することを目的として，堤防の平坦頂部（以下，天端面）と法面の境界線など堤防の断面形状が
変化する線（以下，ブレイクライン）とを再現した河川空間モデルの生成手法とその活用手法を
提案する． 
河川空間モデルを生成するための点群データには，車両にレーザ計測器を搭載した MMS
（Mobile Mapping System）の点群データ（以下，MMS データ）や，航空レーザ測量の成果であ
る LP（Laser Profiler）の点群データ（以下，LP データ）がある．MMS データは，車両の周
辺を高密度に計測した点群データである．LPデータは，MMSデータより点密度はかなり低いが，
航空機で広範囲な地表面を均一な密度で計測した点群データである．点群データを用いて 3
次元モデルを生成する既存研究としては，都市や道路など人工物を対象にしたモデル化の研
究がある．しかし，河川空間では，植生や未舗装の道路など自然物と人工物が混在するため，
既存手法をそのまま適用することは難しい． 
そこで，本研究では，河川空間の MMS データや LP データから，ブレイクラインを再現した河
川空間モデルを生成する手法を提案する．そして，河川空間モデルと河川定期縦横断図とを
重畳して比較することにより，提案手法の有用性を評価する． 
次に，この考えを発展させることで，異なる時期に計測した点群データから生成した河川空間
モデルを用いて，それらの差分を抽出することで形状の変化を把握することができる．そこで，本
研究では，災害時に現地踏査の効率的な支援策の確立を目的として，災害前後の河川空間
モデルから被害箇所の候補地を自動的に抽出する手法を提案する．そして，東日本大震災で
得られた測量成果を用いて実証実験を行い，提案手法の有用性を評価する． 
最後に，MMS データと LP データは，それぞれ異なる特性をもった点群データであるため，本
研究では，まず，MMS データから生成した河川空間モデルと LP データから生成した河川空間
モデルを比較して，それぞれの河川空間モデルの利点を明らかにする．次に，異なる特性を持
った点群データを組み合わせて，それぞれの利点を加味した最適な河川空間モデルの形成を
実現する上で解決すべき課題を考察する． 
以上，第 1 章では，河川管理の背景と，各測量技術の利点と欠点について述べている．第 2
章では，河川堤防の形状と，河川空間における MMS データと LP データの特性について整理
している．また，最新の 3 次元モデルを生成する技術について調査し，それらを単に適用しただ
けでは解決が困難な課題を洗い出した上で，研究の着眼点と構想について論じている．第 3章
と第 4 章では，公共測量で採用されている MMS データや LP データから河川空間モデルを生
成するための手法をそれぞれ提案している．第 5 章では，まず，河川空間モデルの災害時にお
ける実務への適用技術について検討している．次に，震災前後の河川空間モデルの差分から
被害箇所の候補を自動的に抽出する手法を考案している．第 6章では，異なる点群データから
生成した河川空間モデルの特性について比較検討するとともに，異なる点群データを組み合わ
せた最適な河川空間モデルを形成するための課題について考察している．最後に第 7 章では，
研究成果の総括と本研究成果の今後の展開について述べている． 
 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
本研究では，まず，MMSデータや LPデータから河川空間モデルを生成する手法をそれぞれ
提案している．次に，災害時における河川空間モデルの活用手法を考案している．そして，異な
る特性を持った点群データを組み合わせて，それぞれの利点を加味した最適な河川空間モデ
ルを形成する上で解決すべき課題を考察したものである． 
 
（１） MMS データから河川空間モデルを生成する手法の提案  
 
MMS データは，路面周辺を測量した緻密かつ膨大な色情報を持った点群データである．そ
のため，一般的なソフトウェアでは取り扱うことが難しく，分割処理や間引き処理が必要である．
点群データの一般的な間引き手法としては，ランダムに間引く単純な方法や，点群を格子状に
整理しながら間引く方法がある．しかし，これらの方法は，ブレイクラインを意識しないために断
面変化点が失われる問題がある．そのため，膨大な点群データを間引くとともに堤防のブレイク
ラインを再現すると言った相反する 2 つの要件を満たす必要がある．MMS データからブレイクラ
インを抽出する既存手法としては，点群データから TIN（Triangulated Irregular Network）を発
生させ面の法線ベクトルや角度を用いる手法や，点群に付加された色情報を用いる手法がある．
前者の手法は縁石などの人工物に適した手法であるが，河川空間は自然物と人工物が混在す
るため，堤防を対象とした場合はその精度が低下する．後者の手法においても舗装した路面の
色情報を用いる手法であるため，河川堤防を対象とした場合はその精度が低下する． 
そこで，本研究では，まず，堤防を計測したMMSデータの特性を調査した．次に，MMSデー
タに関して，計測車両が走行する天端面の点密度が最も高くなる特徴に着目し，堤防のブレイ
クラインを抽出する技術と，ブレイクラインを考慮して点群データを間引いた上で河川空間モデ
ルを生成する技術を新たに考案した．前者の抽出技術では，密度分布を用いた領域分割手法
である DBSCAN 法（Density-Based Spatial Clustering of Applications with Noise）によって，
MMS データから堤防の天端面を特定し，そのブレイクラインを見出している．後者の河川空間
モデルの生成技術では，まず，ブレイクライン上の点群を残して他の点群を格子状に整理して
間引いた後，ドロネー分割を用いて TIN を発生させ河川空間モデルを生成している．本技術は，
MMSデータから天端面の領域とその法肩を示すブレイクラインを抽出できることや，膨大な点群
データを間引きながらブレイクラインを維持した河川空間モデルを生成できることに利点がある．
これは，本研究の新規性の一つである．実証実験では，河川空間モデルの横断図と河川定期
横断図とを比較した．その結果，MMS データから堤防の天端面のブレイクラインを抽出する技
術と，ブレイクラインを再現した河川空間モデルを生成する技術の有効性を明らかにしており，
本提案手法が有用であることを実証している． 
 
（２） LP データから河川空間モデルを生成する手法の提案  
 
LP データは，河川周辺の広範囲を計測した密度分布が一様な点群データである．このデー
タには，天端面だけではなく小段など複数の断面変化点も含まれている．そのため，LP データ
から全ての断面変化点を考慮した河川空間モデルを生成する手法が新たに必要である．LP デ
ータからブレイクラインを抽出する既存手法としては，地表面と構造物の標高差を用いる手法や，
航空写真の陰影を用いる手法がある．前者の手法は，建物と地表面との標高差に依存した手
法であるため，堤防のような標高差がない場合には精度が低下する．後者の手法は，山岳地形
のマクロな稜線をブレイクラインとして抽出する手法であるため，堤防の中腹に設けられた小段な
どのブレイクラインを抽出できない．点群データに含まれる平面領域を見付け出す既存手法とし
ては，領域成長法や RANSAC 法（RANdom SAmple Consensus）がある．領域成長法は，任意
の点群を含む平面領域を取得する手法であるため，水平面のみを抽出するには不向きな手法
である．また，RANSAC 法においても，最も多くの点群を含む平面領域を得るための手法である
ため，大小様々な領域で構成される堤防から水平面のみを獲得するには不向きな手法である．
そこで，本研究では，前述の DBSCAN法を改良して，水平面を特定する処理を繰り返して天端
面や小段などをそれぞれ特定する技術を新たに考案し，堤防のブレイクラインをそれぞれ抽出し
た．本技術は，LP データから天端面のみならず小段などの水平面の領域を特定しそのブレイク
ラインを抽出できることに利点がある．これは，本研究の新規性の一つである．実証実験では，
MMS データと同様に，河川空間モデルの横断図と河川定期横断図とを比較した．その結果，
LP データから堤防のブレイクラインをそれぞれ抽出する技術を実現しており，本提案手法が有
用であることを実証している． 
 
（３） 河川空間モデルを活用した災害時の被害箇所を抽出する手法の提案  
 
災害発生時には，被災地の迅速かつ適切な状況把握を目的として，航空レーザ測量が実施
されている．しかし，災害復旧の場面で全ての被害箇所を定量的に詳細確認することは極めて
困難である．この対策として，震災前後の測量成果を比較することで，震災により甚大な被害を
受けた箇所を自動的に抽出する手法が求められている．この既存の技術としては，衛星画像や
航空写真を用いて変化領域を獲得する手法や，数値標高モデル（DEM：Digital Elevation 
Model）データを用いて差分を解析する手法がある．前者は，色情報の変化を用いて変化領域
を抽出する手法のため，被害の度合いを定量的に算出することが難しい．後者では，DEM デ
ータは格子内の点群がかなり間引かれているため，構造物の詳細な把握は困難である． 
そこで，本研究では，LP データが平時から蓄積されており，しかも災害時に迅速な測量が行
われる点に着目して，前述の提案手法を用いて災害前後の河川空間モデルから被害箇所を定
量的に抽出する方法を新たに考えた．これは，災害前後の河川空間モデルを重畳することでブ
レイクラインの形状の変化量を被害の目安とし，優先的に復旧対応すべき箇所や詳しく現地踏
査を実施すべき箇所の選定など，効率的な災害対応を支援できることに利点がある．これは，本
研究の実用性の一つである．実務への適用では，東日本大震災の災害前後の LP データを用
いた．その結果，本提案手法が有用であることを実証している． 
 
（４） 異なる点群データを組み合わせた河川空間モデル形成の考察  
 
公共測量にレーザ測量が採用されたことにより，MMS データや LP データなどの点群データ
が蓄積されている．MMSデータと LPデータは異なる特性の点群データであり，国土地理院から
個別に活用マニュアルが公開されている．そこで，本研究では，MMS データや LP データからそ
れぞれ生成したそれぞれの河川空間モデルを比較して，点群データの組み合わせ技術の方針
と今後の課題について考察している．まず，MMS データや LP データから生成した河川空間モ
デルの横断図と河川定期横断図とを重畳して，天端面や小段などの部位ごとにそれぞれ比較
検証した．その結果から，LP データは，河川空間全体を高精度に再現した河川空間モデルを
生成できることが明らかとなった．また，MMS データは，堤防の天端面周辺を LP データよりも高
精度に再現した河川空間モデルを生成できることが明らかになった．次に，検証結果から，河川
空間のそれぞれの部位で有効な点群データを用いることで，異なる特性を持った点群データを
組み合わせ，それぞれの利点を活かした河川空間モデルの形成の方針を提案している．これに
より，最適な河川空間モデルを形成する上で解決するべき機能要件を明らかにした先駆的な提
案として建設分野に大いに貢献するものであると言える． 
以上の内容によって，本論文は，河川管理に適用可能な河川空間モデルの生成について，
時勢を加味しながら深く研究し，実現場で有用性を実証した先駆的な論文と言える．したがって，
本論文は博士論文として価値あるものと認める． 
 
